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Abstract

　Evaluation of thermal expansion of ultra-high-temperature refractory materials, from 1000 °C to over 
3000 °C, is essential for the stable operation of high-efficiency aerospace and energy equipment. On the 
other hand, ultra-high temperature solids are highly reactive, and it is difficult to measure their thermal 
expansion using common contact methods such as pushrod dilatometry. In this paper, the recent progress 
in the development of thermal expansion measurement techniques and reference materials is reviewed, 
mainly at National Metrology Institutes (NMI), focusing on optical methods that have realized ultra-high 
temperature measurements. In addition, issues unique to ultra-high temperature solids, such as intense 
thermal radiation and thermal strain, and their solutions are discussed, as well as future prospects, such 
as the need to increase the measurement speed in response to data-driven material developments.

1．はじめに
次世代の航空・宇宙・エネルギー機器の実現に向けて，

超高温で安定稼働する次世代耐熱合金の実用化が待たれ
ている．耐熱合金の熱膨張特性は，合金の構造部材とし
ての安定稼働性だけでなく欠陥を抑えて精密に合金を製
造するために重要な情報である．そのため，次世代耐熱
合金の実用化に向けて，超高温固体に対応しうる熱膨張
計測技術開発の重要性が増している．

こうした背景から，各国の国立計量標準研究所（標準
研）をはじめ，様々な研究機関において，1000 °C から
3000 °C を超える超高温での固体材料の熱膨張特性を正
確に評価するための熱膨張計測技術の開発が進められて
いる．本稿では，耐熱合金開発での熱膨張計測の必要性
や計測の概略に触れたのち，超高温固体計測での問題や
開発技術，標準の整備状況を紹介し，最後に，弊所にお
ける開発展望や近年加速するデータ駆動型材料開発に対
する計測技術の立ち位置などについて言及する．

2．超高温固体熱膨張計測技術の必要性

近代化された現代社会において，高度化された社会シ
ステムを将来にわたって維持するには，様々な社会課題
を解決することが必要である．例えば，2015 年のパリ
協定で掲げられた世界の平均気温上昇を産業革命前から
1.5 度に抑えるという目標に対して，日本は 2021 年時点
での NDC（Nationally Determined Contribution）にお
いて，2030 年度の日本の温室効果ガス排出量を 2013 年
度比で 46 % 削減することを目標とし，2050 年のカーボ
ンニュートラルの実現を目指している 1）．

その一方で，温室効果ガスの排出の原因となる化石エ
ネルギーを早急にゼロにすることは不可能であるので，
省エネルギー化の技術開発も重要である．また国際政治
が混沌とするなかで経済面から化石燃料の高騰が近年に
顕著となり，エネルギーの消費削減も喫緊の課題となっ
てきた．それに対して，ジェットエンジンや発電用ガス
タービンなどの熱機関には，燃費向上が求められており，
運転温度の高温化 2），3）が進められている．
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ダイバータ 17）などの各種の航空・宇宙・エネルギー機器
は，いずれも 1000 °C から 3000 °C を超える超高温環境
に曝される．

したがって，耐熱部材が曝される超高温環境の温度を
考慮すると 1000 °C から 3000 °C 以上の超高温固体に対
応する計測技術が必須な状況となっている．

3．熱膨張計測の概略

温度上昇に伴い，材料は熱膨張する．例えば，鉄やア
ルミニウムなどの金属材料の多くは，1 °C の温度上昇で
初期長さに対して 0.001 % 程度の長さ変化を示す．これ
は，1 m の金属部材がおよそ 10 μm だけ伸長することに
相当する．熱膨張計測では，固体試料を任意の方法で加
熱して，温度変化とともに，試料のごくわずかな長さ変
化を計測する．このとき，温度変化に対する基準長さか
らの平均的な長さ変化率の割合は，以下のような平均線
熱膨張率として定義できる．

      

 
ここで，L0 は基準温度 T0 における固体試料の初期長さ，
L1 および L2 はそれぞれ温度が T1 および T2 のときの固
体試料の長さ，ΔL = L2 – L1 は温度変化ΔT = T2 – T1

前後における固体試料の長さ変化量である（図 2）．例え
ば，先の例における平均熱膨張率は，10 × 10-6 K-1 程度
となる．また，線熱膨張率は実用面などの観点から，温
度変化前後での寸法変化率を表した，

      ,
 

例えば，航空機用ジェットエンジンでは，運転温度
を 40 °C あげると燃費が 1 % 向上し，燃料代に換算す
ると，１機あたり年間１億円を削減できると言われてい 
る 4）．そのため，ジェットエンジンの運転温度は年々高
温化が進み，軍用機のみならず商用機においても燃焼
器の出口温度は 1600 °C 以上に達している 5），6）．発電用
ガスタービンの運転温度も 1650 °C 以上が達成されてお 
り 7），1700 °C を超える超高温運転の実現が目指されて
いる．

こうした熱機関の高温化を支えるのが耐熱合金であ
る．例えば，ジェットエンジンで最も高温に晒される部
品であるタービンブレードには，融点が 1450 °C 程度の
高融点金属であるニッケル（Ni）を主成分とした Ni 基
超合金が長らく利用され，数十 °C 単位での耐熱温度の
向上が進められている．また，近年では，さらなる高温
環境への適用を目指すために，Ni 基超合金に替わる次世
代型の耐熱合金の開発も進んでいる．

具体的には，融点が 2600 °C を超えるモリブデン（Mo）
を主成分とした Mo 基合金 8）-10）や，5 種以上の高融点金
属を同等の組成比で混ぜ合わせることで各々の欠点を
補い特定の機能を発現させること（カクテル効果）を
狙った耐熱ハイエントロピー合金（RHEAs；Refractory 
High Entropy Alloys）11）の開発が代表的である．

超高温での固体熱膨張計測技術は，こうした耐熱材料
の安全稼働のために必須である．例えば，Ni 基超合金
は耐用温度が 1050 °C 程度であり，1500 °C 以上の高温
燃焼ガスに耐えるために，微細孔による冷却構造と併せ
て，トップコート（TC）として低熱伝導性セラミック
ス（YSZ ; ZrO2-6~8 wt.% Y2O3 など）で外面が覆われる
12）．このとき，超高温環境下では材料は大きく熱膨張す
るため，コーティングと基材との熱膨張特性のミスマッ
チングは，大きな熱ストレスによる亀裂や剥離の原因と
なる．そのため，熱膨張を緩和させる目的として，TC
であるセラミックスと基材との間に金属結合層（ボンド
コート）が導入され，Thermal Barrier Coating（TBC）
と呼ばれる遮熱構造が形成されている（図 1）．耐熱部材
の安全稼働性に直結する TBC については，有限要素法
を用いた数値シミュレーションによる寿命予測 13）が行わ
れており，必須パラメータである耐熱合金の熱膨張特性
を正確に評価することは不可欠である．

そのほか，宇宙空間への現在唯一の輸送手段であるロ
ケットの燃焼室の内壁 14）や航空・宇宙開発において特に
サンプルや宇宙飛行士の地球への帰還で重要な位置を占
める大気圏再突入機の先端部材 15），16），将来的なエネル
ギー供給源として期待される核融合炉の重要部材である

図 1　 航空機用ジェットエンジンの高温タービンブ
レードにおける遮熱構造の概略図
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であるが，昇温速度が比較的大きく，1 秒以内に数千 °C
の昇温が可能であり，後述の通り，超高温金属・合金系
材料の熱膨張計測に非常に適した加熱方法である．

試料温度は，主に熱電対や放射温度計によって計測さ
れる．熱電対は，2 箇所の接続点を有する 2 種類の金属
導体（＋側導体および－側導体）から構成され，両接続
点間の温度差から電位差（熱起電力）が生じる Seebeck
効果を利用して，熱起電力を測定することから温度差
を推定するものである．熱電対に関する日本産業規格 

（JIS ; Japanese Industrial Standards）である JIS C 1602
をもとに，表 1 に 1000 °C 以上での高温利用が可能な熱
電対をまとめた．

最も高温対応可能なものとしては，タングステン
（W）とレニウム（Re）の合金で構成される C 熱電対
（W5Re/W26Re）が利用できる．C 熱電対は，還元雰囲
気や不活性ガス下での使用が想定されたものはあるが，
2000 °C を超える超高温環境での使用が可能であり，R. 
R. Asamoto と P. E. Novak により，3000 °C まで適用
可能な W5Re/W26Re 型熱電対についての温度と起電力

（EMF ; Electromotive Force）との関係式が示されてい
る 19）．

放射温度計は，固体から発せられる熱放射光の波長と
明るさ（分光放射輝度）が Planck の放射則と呼ばれる
温度に依存した一定の関係性をもつことを利用して，あ
る波長における熱放射光の分光放射輝度を測定すること
から，固体温度を推定するものである．3000 °C を超え
る超高温に対応する商用機器も存在し，高温計測で広く
使用される温度計である．

という形式や，より正確な熱膨張特性を表すために長さ
の温度微分形式を用いた，

      ,
 

などいくつかの定義が存在するため 18），データブックな
どで値を参照する際には，その定義を十分確認する必要
がある．

3.1　固体試料の加熱および測温方法
固体試料の加熱方法は，電気炉を用いた間接的な加熱

方式か固体試料に大電流を流して直接加熱する通電加熱
方式かに大別される．電気炉加熱はあらゆる固体に適用
可能である一方で，比較的その昇温速度が緩やかであり
一般的な商用機器では，最大でも 100 °C/min 程度であ
る．通電加熱は，基本的には，導電性物質以外には不適

図 2　固体熱膨張の概念図

表 1　1000 °C 以上での高温利用が可能な熱電対の種類と構成材料（JIS C 1602 より）

種類
構成材料

過熱使用限度
＋側導体 －側導体

B ロジウム 30 % を含む白金ロジウム合金 ロジウム 6 % を含む白金ロジウム合金 1700 °C
R ロジウム 13 % を含む白金ロジウム合金 白金 1600 °C
S ロジウム 10 % を含む白金ロジウム合金 白金

N
ニッケル，クロムおよびシリコンを主
とした合金

ニッケルおよびシリコンを主とした合金 1000 °C から 1250 °C

K ニッケルおよびクロムを主とした合金 ニッケルおよびアルミニウムを主とした合金 1050 °C から 1200 °C

C
レニウム 5 % を含むタングステン・レ
ニウム合金

レニウム 26 % を含むタングステン・レニウ
ム合金

※過熱使用限度：空気中において短時間使用できる温度の限度．
※ N および K 熱電対の加熱使用限度は，素線径がそれぞれ 1.00 mm から 3.2 mm，1.60 mm から 3.2 mm に対応する．
※ C 熱電対は，空気中での使用が想定されておらず，過熱使用限度が定義されていない．
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コンクリートの体積の大きな割合を占める粗骨材の熱膨
張計測に利用された例が報告されている 21）．

非接触式はさらに，固体試料の一部に設けた鏡面の位
置変化を計測する鏡面系と，試料の長さ変化を光・画像
信号として計測する光・画像系とに大別される．鏡面系
としては，試料鏡面に照射したレーザ光と試料外の参照
面に照射したレーザ光との試料熱膨張に伴う跳ね返り距
離（光路長）の変化を，光の干渉現象を利用すること
で光の波長をものさしにして，ナノメートルオーダー
の長さ分解能で測る「光干渉法」が代表的である．特
に，計量標準総合センター（NMIJ；National Metrology 
Institute of Japan）で開発されたヘテロダイン式 2 重
光路干渉計では，音響光学素子（AOM；Acousto-optic 
Modulator）を用いたヘテロダイン技術をマイケルソン
型の干渉計に適用しさらに光路を多重化させることで計
測感度を高め，サブナノメートルの長さ変化を検知する
ことが可能となっている 22）．上記の技術は長さの実用的
な基準として広く工業的に利用されているブロックゲー
ジの熱膨張特性の校正にも利用されている 23）．また，光
干渉法に関係する JIS としては，低熱膨張ガラスのレー
ザ干渉法による線熱膨張率の測定方法（R3251）が整備
されている．

そのほか，試料熱膨張に伴う，試料の鏡面部分と対面
に配置した鏡面部材との間隔の変化を電気容量の変化と
して測る「電気容量法」24）は比較的高感度な計測が可能
とされ，特に室温以下の低温度域で利用されている．

光・画像系では，試料に設けた切り欠けや端部の変位
を測微望遠鏡で観察する「測微望遠鏡法」が代表的で
あり，特に高温固体用の熱膨張計測手段として，1960
年代後半に当時の米国の標準研である National Bureau 

実際には，固体試料の分光放射率に応じた補正を行う
ことで正しい温度測定が可能となる．また，チャンバー
内の高温固体試料の温度を光学窓越し測定する場合に
は，試料や加熱ヒーター材の蒸発による光学窓の汚染に
より，光学窓の透過率が変化することで，分光放射輝度
を正しく評価できないといった問題が生じるなど 20），そ
の利用には注意が必要である．

そのほか，放射温度計の詳しい原理や高温計測での
諸問題については，渡辺による解説記事を参照された 
い 20）．

3.2　固体試料の長さ変化の測定方法
長さ変化量の測定方法は，加熱方法や測温方法に比べ

て，種類が多岐にわたる．図 3 に固体熱膨張計測におけ
る一般的な長さ変化量の計測方法をまとめた．これらは
接触式とそれ以外の非接触式に大別される．

接触式では，試料に検出棒を押し当てて，その棒の変
位を差動トランスなどにより測る，いわゆる押し棒法が
最も一般的である．熱機械分析装置（TMA；Thermal 
Mechanical Analysis）をはじめ，後述する商用機器でも
主に利用されている．TMA による線熱膨張計測に関連
する JIS としては，プラスチック材料（K 7197），セラミッ
クス材料（R 1618），金属材料（Z 2285）が対象として
整備されている．

そのほか，てこの原理を利用して固体試料の微小変位
を拡大してその変位量を測る「機械てこ法」や，温度変
化に対する試料のひずみ（初期長さに対する長さ変化量
の割合）を試料に直接貼付した金属抵抗材料の伸縮によ
る抵抗値の変化から見積もる「ひずみゲージ法」が接触
式の代表である．特に，ひずみゲージ法は，最近では，

図 3　固体熱膨張計測における一般的な長さ変化量の計測方法．括弧内の英数字は該当する JIS に対応する．
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温度変化による格子間隔の変化量を，反射角の変化量を
測定することにより見積もる方法である．

この XRD による微視的な熱膨張計測とほかの巨視的
な熱膨張計測とを併用することで，固体の長さ増分に占
める格子間隔の増分の差し引きから，固体中の欠陥の増
分による熱膨張特性を抽出することができる 27）．これは，
differential dilatometry と呼ばれる手法で，材料強度に
重要な情報である欠陥濃度を調べる方法として活用され
ている．

以上の加熱方法や長さ変化量測定方法の組み合わせに
より，多数の熱膨張計測手法が提案されている．これら
のうち，超高温に対応する代表的な計測手法について，
本稿の第 4 章で取り上げる．また，上記で言及した各手
法のより詳しい説明については，熱物性ハンドブック 28）

の「D.6 熱物性値測定法の手引き」や J. D. James らの解
説記事 18）などを参照されたい．

4．超高温計測技術の現状

国内外の研究機関あるいは計測機器メーカにおいて，
1000 °C を超える超高温固体に対応する熱膨張計測手法
が開発および商品化されている．以下では，その代表的
なものを紹介する．なお，ここで紹介する技術以外にも，
電気容量法や各種画素計測法，X 線や中性子線などの放
射線回折法による高温対応の熱膨張計測技術が開発され
ている．これらの詳しい説明については，1990 年代後半
頃までの開発事例に限られるものの，J. D. James らの解
説記事 18）が大変参考になる．

of Standards（ 現 在 の NIST；National Institute of 
Standards and Technology）で開発された 25）．後述す
るように，現在でも，ロシアの標準研である The D.I. 
Mendeleev All-Russian Institute for Metrology（VNIIM）
では，高温計測の主要手法として開発，整備が進められ
ている．

試料に走査したレーザ光の遮断時間を計測する「光走
査法」やレーザ光を試料背面から照射して試料の影絵像
を高画素なイメージセンサを用いて画像取得しその画像
変位を解析する「シャドウグラフ法」も光・画像系とし
て代表的である．光走査法は，JIS の R2207-1 や Z 2285
において，耐火物や金属材料の熱膨張計測方法として標
準化されている．シャドウグラフ法に関連する JIS とし
ては，R 2207-1 に投影法として，受光部に直読式検出器
を使用する測定法が標準化されている．

そのほか，近年では，試料表面に形成したパターン
の画像変化を測る「デジタル画像相関法（DIC；Digital 
Image Correlation）」なども熱膨張計測に応用されてい
る 26）．また，結晶材料の格子間隔の増加に由来する微視
的な熱膨張特性を測る手段としては，「X 線回折法（XRD；
X-ray Diffraction）」が開発され，XRD は高温対応する
商用機器としても普及している．XRD は，結晶材料に
入射した X 線の反射角 θが格子間隔 d と X 線の波長 λ
に対して，

2dsinθ = nλ

の関係（ブラッグの法則）で与えられることを応用し，

表 2　 1000 °C 以上の超高温固体に適用されている代表的な熱膨張計測技術．適用温度は各文献で報告されている計測固体の最高温度
であり，0 °C を 273 K として計算

分類 加熱手法 長さ変化量計測手法 適用温度 計測精度 研究機関など
接触系

電気炉
押し棒法 2427 °C NMIJ 36）

鏡面系 光干渉法
1727 °C

相対拡張不確かさ
1 % 程度

NMIJ 32）

パルス通電
3227 °C

相対拡張不確かさ
4.5 % 程度

NIST 31），
P. Reitor ら 33）

光・画像系

シャドウグラフ法 1527 °C
相対標準不確かさ
0.25 % から 4.58 %

NMIJ 35）

電気炉

光走査法 2427 °C NMIJ 36）

測微望遠鏡法 2727 °C
相対標準不確かさ

1 % から 2.5 % 程度
VNIIM 40）

デジタル画像相関（DIC）法 2600 °C X. Guo ら 41）
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ス通電を採用したマイケルソン型光干渉熱膨張計を開発
し，2000 °C 程度までのモリブデンと 3200 °C 程度まで
のタングステンの熱膨張率を計測している 33）．パルス通
電により試料の超高温保持時間をごく短時間に抑えるこ
とで，上述のような超高温保持中の諸問題に対処し，光
干渉法の適性を高めている．

一方で，相対拡張不確かさは 4.5 % 程度にとどまって
いる．この不確かさのほとんどは，パルス通電での瞬間
的な加熱に伴う試料の 0.2 ° 程度のわずかな回転による
見かけの熱膨張が占めているとされている．また，今回
の調査では，パルス通電加熱を取り入れた光干渉法によ
る 2002 年以降の新たな計測事例について見つけること
はかなわなかった．

光干渉法に替わる高温計測技術として，NMIJ では，
2010 年までには，1500 °C 程度までの金属材料に対応で
きるシャドウグラフ法 34），35）や 2400 ℃程度までの炭素材
に適用可能な光走査法 36），37）に基づく光・画像計測技術
が開発・整備されている．特にシャドウグラフ法は，平
行な背景光が固体試料により遮られた結果として形成さ
れる試料の影絵画像（シャドウグラフ）がカメラで撮像
され，熱膨張に伴う影絵像の画像変位がエッジ検出など
で解析されるため，固体試料の熱膨張特性を 2 次元的に
計測することが可能である．

渡辺らによる実験 35）では，パルス通電で加熱された，
長さ 40 mm，幅 4 mm，厚み 0.3 mm から 0.6 mm の短
冊形状の金属試料がカメラで撮像され，加熱前後での影
絵画像の面積変化の解析から，幅方向の試料の長さ変化

4.1　各種研究機関で開発されている計測技術
表 2 に各研究機関などにおいて開発されている超高温

固体用の代表的な熱膨張計をまとめた．表中の適用温度
は，文献上で公開されている各機器で実測された固体試
料あるいは雰囲気の最高温度を示している．

米国の標準研である NIST では，1970 年までにはそ
の前身組織である NBS において，T. A. Hahn によって
フィゾー光干渉法に基づく熱膨張計が開発され 29），1976
年代後半までには R. K. Kirby らによって 800 °C 程度ま
でのタングステンや単結晶アルミナ（サファイア）など
の高融点金属や酸化物材料の熱膨張計測に使用されてい 
た 30）．1990 年までには，A. P. Miiler と A. Cezairliyan
によって試料加熱にパルス通電を採用した光干渉技術が
開発され，最大 3300 °C 程度までのタングステンの熱膨
張計測が実施されている 31）．

日本の標準研である NMIJ は，2001 年までに図 4 に示
すような光ヘテロダイン式二重光路レーザ干渉計と電気
炉による超高温対応の熱膨張計を整備し，ガラス状炭素
の熱膨張率を相対不確かさ 1 % 程度で 1700 ℃程度まで
決定した 32）．

一方で，1600 °C 以上では，試料により反射したレー
ザ光の信号強度が検出器の下限値以下まで低下する現象
が見られている．この原因としては，超高温保持中の温
度分布に伴い，試料や試料支持体に熱的なゆがみが生じ
たことで，信号が光路からずれたことなどが考えられて
いる．そのため，さらなる高温計測あるいは再現性の確
保のためには，試料や支持体の温度均一性の確保や試料
鏡面性状，鏡面角度の維持などが課題とされる．

オーストリアの研究機関においては，2002 年までに
は P. Reitor と E. Kaschnitz が，図 5 に示すようなパル

図 5　 オーストリアの P. Reitor と E. Kaschnitz が開発した修正
マイケルソン型干渉計による熱膨張計測装置の配置概略
図．PBS（Polarizing Beam Splitter）は偏光ビームスプリ
ッタ．試料加熱は，パルス通電加熱方式が採用されている．
参考文献 33）の図を修正．

図 4　 NMIJ で開発された光ヘテロダイン式二重光路
レーザ干渉計による高温熱膨張計の構成概略図
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2700 °C 程度までの熱膨張率が計測された 40）．変位分解
能は 1 μm から 2 μm 程度であり，熱膨張率の標準不確
かさは 1.2 × 10-7 K-1 以下と報告されている．計測され
た熱膨張率（4.8 × 10-6 K-1 から 11.6 × 10-6 K-1）程度を
考慮すると，本測定手法による熱膨張率の相対標準不確
かさは 1 % から 2.5 % 程度と見積もられる．

そのほか，超高温固体の変位計測法として，上海交通
大学の X. Guo らは，試料表面に吹き付けたタングステ
ン粉末のパターン変位をカメラで撮像し，デジタル画像
相関法（DIC）で解析することにより，炭素繊維材料の
2600 °C までの変位計測を行った（図 8）26），41）．試料温
度が 2600 °C の時には，試料表面からの高輝度な光によ
り，パターンの検出が困難になる問題が生じている．こ
れに対して，試料から発せられる光の特性に合わせて，

量が計測された（図 6）．これにより，最大 1500 °C 程度
までのバナジウムやコバルト，タングステンなどの各種
高融点金属に対して，0.25 % から 4.58 % の標準不確か
さで熱膨張率が計測された．なお，鉄やジルコニウムな
どの高温での相変態を伴う金属材料を除けば，標準不確
かさはおおよそ 1.5 % 以下が達成されている．

一方で，1500 °C 以上の温度域では，固体試料から発
せられた高輝度な光が試料撮像用のカメラに入射するこ
とで，画像コントラストが低下し，試料像の明瞭な取得
が難しくなることが分かっている．

ロシアの標準研である VNIIM では，光干渉法に替わ
る超高温対応の計測手段として，2010 年から 2018 年ま
でに，測微望遠鏡法に基づく熱膨張計を開発・整備して
いる 38）-40）．測微望遠鏡法の概念自体は光・画像計測と
しては，古典的なものであり，1970 年代には NIST にお
いても 1500 °C 程度までの標準物質の値付けに利用され
ていた 30）．

T. A. Kompan らの実験 40）では，比較的大型の固体丸
棒試料（長さ 40 mm から 110 mm）に目印としてあけ
たドリル穴の長さ方向の変位が，試料から 400 mm 離れ
た場所にある測微望遠鏡により観測された（図 7）．試料
は電気炉で加熱された．試料温度がおよそ 1000 °C 以上
の時には試料からの熱放射光で形成される試料像を観測
し，熱放射光強度が少ない低温領域では，背景光でドリ
ル穴を照射することで，シャドウグラフ法のような原理
で試料観測が行われた．

この技術により，タングステン，モリブデン，炭化タ
ンタル，ジルコニア，等方性黒鉛（GIP-4）および c 軸
方向に 59 ° 傾けて切り出された単結晶アルミナの最大

図 6　 計量標準総合センター（NMIJ）で開発された高温シャド
ウグラフ法と熱放射光による画像コントラスト低下の概略
図．試料加熱は，パルス通電加熱方式が採用されている．

図 7　 ロシアの計量研 VNIIM で開発された測微望遠鏡法の
装置構成概略図．試料が高温（1000 °C 程度以上）の
ときには試料自体の熱放射光を観測し，低温のときに
は背景光を照射して試料を影絵画像として観測する．

偏光フィルタ、バンドパスフィルタなど

試料
超高温

カメラ

パターン

図 8　 上海交通大学の X. Guo らにより開発された DIC によ
る高温固体の変位計測の概略図．光学系の工夫がない
場合には，高温試料からの熱放射光でパターンが不明
瞭となるが，フィルタ類を最適化し明瞭化を実現．
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よる，最大 2300 °C での熱膨張計測サービスを展開して
いる．

NMIJ の熱物性標準研究グループでは，光干渉技術を
用いた熱膨張計により，室温から 800 °C 程度までの固
体熱膨張計測を有償にて実施している．そのほか，最大
2700 °C 程度までの固体材料に関する，各種高温熱物性
計測の有償利用も可能である．

5．超高温固体の熱膨張計測における諸問題

4 章で示した計測技術の現状を踏まえると，超高温固
体特有の性質に伴う，主に 3 つの計測上の問題がうかが
える．

1 つ目は，固体試料の表面反応である．一般に，温度
上昇によって原子や分子の運動が活性化するのに伴い，
高温固体同士の反応性は高くなる．例えば，同種の金属
間では，融点の半分程度の温度において，大きな変形を
加えずとも固相接合を生じることが知られている 45）．ま
た，押し棒式の熱膨張計において高温計測用の検出棒と
して利用されるグラファイト（炭素）は，モリブデンや
タングステンなどの高融点金属と，共晶組成において，
それぞれの融点よりも低い温度で化合物を生じることが
知られている 46），47）．

2 つ目は，固体試料からの熱放射光である．3 章でも
触れたように，固体からは，それを構成する原子や分子
の熱運動の大きさに依存した電磁波（光）が放出され，
これは，熱放射光と呼ばれる．この熱放射光の輝度は，
固体温度の上昇に伴い，プランクの放射則に従って急激
に増大する．図 10 に温度 T の黒体が発する熱放射光の
波長と分光放射輝度との関係を示す．

偏光フィルタやバンドパスフィルタ，ND フィルタの組
み合わせを最適化することで，パターンの明瞭化を可能
にした．また，超高温固体の熱膨張計測への適用例は報
告されていないものの，物体の２次元ひずみ計測を非接
触かつ高分解能で実現可能な方法としてサンプリングモ
アレ法 42）なども開発されている．

4.2　商用販売されている計測機器・サービス
図 9 に国内で取り扱いのある代表的な商用機器をまと

めた．図中の横軸は，各機器の最高対応温度であり，カ
タログや各メーカの Web サイトの公開情報をもとに記
載している．

商用機器では，電気炉加熱方式が一般的であり，変位
計測方法には，押し棒式を中心に，いくつかの光・画像
計測系も存在する．押し棒式では，アドバンス理工株
式 会 社 の DL9700，TA Instruments 社 の DIL821/822，
NETZSCH 社の DIL402 が室温から 2000 °C 前後までに
対応している．

中でも，NETZSCH 社の DIL402 は，グラファイト製
の加熱炉およびサンプルホルダーを取り付けることによ
り最大 2800 °C までの超高温環境での計測に対応できる
とされ，1200 ℃を超える高温領域で酸化物系 43）や金属
合金系 44）の計測事例が報告されている。

光・画像系では，TA Instruments 社から室温から最
大で 1400 °C に対応可能なシャドウグラフ法に基づく熱
膨張計 DIL802 が商品化されている．超高温材料研究セ
ンター（JUTEM）からは光走査法に基づく熱膨張計 SL-
2000M（品川白煉瓦（株）製）による 1950 °C までの熱
膨張計測サービスが提供されている．JUTEM ではその
ほか，押し棒式や株式会社リガクの高温 X 線回折装置に

図 9　計測機器メーカで商品化あるいは計測機関で提供されている高温対応の熱膨張計測技術
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題は顕在化すると考えられる．実際，NMIJ による電気
炉加熱を利用した光干渉法では，1700 °C までに熱ひず
みが原因と考えられる光信号の減衰が見られた一方，P. 
Reiter らのパルス通電加熱を利用した光干渉法では，こ
うした問題は報告されず，3200 °C 程度までの計測を実
現している．また，P. Reiter らの実験では，拡張不確か
さ 4.5 % のうち，9 割以上を占める要因が加熱中の試料
の回転による光信号のずれとされていることからも，熱
ひずみの問題を限りなく抑えられていると考えられる．

表 3 に各種長さ変化量計測手法と諸問題との関係を示
した．以上をまとめると，押し棒法に代表される接触系
は，熱放射光の問題は解決される一方で，表面反応によ
る固体試料と検出機器との接合が最大の問題となる．表
面反応は，高温固体の本質的な現象であり，特に金属材
料など反応性の高い材料においては，避けることは難し
いと言える．

光干渉法に代表される鏡面系では，熱ひずみによる信
号の消失のほか熱放射光による光信号のコントラスト低
下が問題になる．これに対しては，パルス通電加熱によ
り超高温の保持時間をごくわずかにしたり，試料と信号
検出の機器とを一定距離離したりすることで，問題を解
決することが可能である．

シャドウグラフ法に代表される光・画像系では，熱放
射光による画像コントラストの低下が最大の問題にな
る．この対策手段としては，X. Guo らが有用性を示した
光学フィルタの最適化が挙げられる．そのほか，高温金
属融体の熱物性計測分野において，背景光に熱放射光成
分として比較的割合が小さな短波長成分のレーザ光源の
利用が有効であることが示されている 48），49）．

6．標準開発・整備の現状

商用機器として一般的な押し棒式熱膨張計などの比較
測定法に分類される熱膨張計は，熱膨張特性が既知であ

光・画像系による熱膨張計測では，表面反応に由来す
る計測上の問題を解決できる一方で，撮像用のカメラに
固体試料からの強烈な光が入射することで，光・画像信
号の大きさが相対的に小さくなり，その検出が困難にな
る問題が顕在化する．また，通電加熱に比べて，電気炉
を用いた加熱の場合には，固体試料だけでなく，試料周
辺のヒーター材や壁面，固体を支持するための躯体など
も超高温状態となり，強烈な熱放射光を発するため，よ
り一層の対策が必要となる．

3 つ目は，固体試料あるいは試料支持体の熱ひずみで
ある．高温環境では，構成部材の温度分布が大きくなり，
部材間に熱ひずみが生じ，試料や支持体がゆがむことで，
意図しない試料の移動や，光・画像信号の光路からのず
れなどが生じる．これは，光干渉法や電気容量法などの
試料に鏡面状態を要する計測手法において，特に問題に
なると考えられる．VNIIM の測微望遠鏡法においても，
支持体の熱ひずみによる，意図しない見かけ熱膨張の発
生が懸念されている 40）．

熱放射光の場合と同様に，固体試料の局所的な加熱が
可能な通電加熱に比べて，試料周辺の比較的広い領域が
超高温状態になる電気炉加熱において，熱ひずみの問

図 10　 温度 T の黒体が発する熱放射光の波長と分光放射輝
度との関係（プランクの放射則にもとづいて計算）．

表 3　�超高温固体熱膨張計測における諸問題に対する各種長さ変化量計測手法の適用性．諸問題（表面反応，熱ひずみ，熱放射光）が
計測に与える影響が極めて小さいと考えられる場合に “〇” の表記

分類 手法
諸問題への適用性

表面反応 熱ひずみ 熱放射光
接触系 押し棒法，ひずみゲージ法，機械てこ法など × △ 〇
鏡面系 光干渉法，電気容量法など △ △ △

光・画像系
測微望遠鏡法，光走査法，シャドウグラフ法，
デジタル画像相関（DIC）法など

〇 △ △
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料の入手にはかなわなかったものの，ドイツの標準研
である Physikalisch-Technische Bundesanstalt National 
Metrology Institute（PTB）からも高温熱膨張計測向け
のサファイヤの標準物質の頒布が行われていた．

これに対して，複数の計測手法により多面的に計測が
行われ，統計的にその値が信頼に足るものとして扱われ
ている熱膨張率の実用的な標準値が存在する．高温領域
におけるその代表的なものについて図 11 に示した 53）．
これらは，いわゆる標準物質のように固体差を考慮した
ものではなく，それぞれの物質に対して平均的な情報を
与えるものであるが，計測の標準となる実用的な値とし
て広く利用されるものである．また，科学技術データ委
員会（CODATA；Committee on Data for Science and 
Technology）により，主要な材料については，熱膨張率
の推奨値が示されている 54）．

7．まとめと今後の展望

本調査研究では，高効率化に向けて常用温度の高温化
が進む各種熱機関や超高温環境での安全作動が必須な各
種航空・宇宙・エネルギー機器の開発において，今後ま
すますその重要性が高まる超高温固体の熱膨張計測技術
に関して，計測上の潜在的な問題や計測技術および標準
の開発現状について調査を行い，以下を明らかにした．

⃝ 各国の国立計量標準研究所を中心として，1000 °C
から 3000 °C を超える超高温固体の熱膨張計測技術

る参照試料の計測結果と比較して評価が行われるため，
計測温度領域においてできる限り類似した熱膨張特性を
有する標準物質が必要となる．また，光干渉計に代表さ
れる参照試料を必要としない絶対測定法においても，各
計測機器の計測信頼性の評価のためには，熱膨張特性が
既知な標準物質が必要となる．

図 11 に，現在供給あるいは過去に供給されていた標
準物質をまとめた．標準物質は，基本的には，ひとつひ
とつの固体材料に対して，各国の標準研による計測のも
と，その熱膨張率が拡張不確かさの範囲内で保証された
ものである．

NMIJ では，現在，単結晶シリコンやガラス状炭素を
含む計 4 種類の高温熱膨張計測向けの標準物質（CRM 
5801-a，CRM 5802-a，RM 1101-a，RM 1102-a）を整備
および頒布しており，室温から最大 800 ℃程度までの温
度域に対応している．詳しい整備状況については，Web
サイトの情報を参照されたい 50）．

NIST では，高温熱膨張計測向けの標準物質として，
単結晶アルミナ（サファイア；SRM 732）51）とタング
ステン（SRM 737）30）を 1970 年代後半に開発し，頒布
を行っていた．特に，タングステンの熱膨張率は相対
不確かさ 1 % 程度での値付けが行われていた．現在で
は，その頒布は終了しており，新規で入手することはか
なわない状況である．これら NIST の標準物質に関する
より詳しい記述は，G. K. White による解説記事 52）を参
照されたい．そのほか，今回の調査では詳細な技術資

図 11　現在あるいは過去に頒布されていた高温固体熱膨張計測のための標準物質と熱膨張率の標準値 53）
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程度までのタングステンの標準物質で達成していた水準
であり，同等の精度で温度範囲を拡張することが想定さ
れる．例えば，タングステンは，室温から 1000 °C まで
の温度上昇に伴い，平均で 0.3 % 程度だけ伸びる 53）．仮
に，初期長さを先行事例 35）の 4 mm としたときの伸び量
は 12 μm 程度となるため，これを熱膨張率にして不確
かさ 1 % 程度で計測するには，少なくとも変位分解能は
0.1 μm 程度以下が要求される．

光干渉法は，変位分解能がサブナノメートルとされる
ことからも，潜在的に許容の範囲内である．また，変位
分解能がカメラのイメージセンサ性能に大きく依存する
シャドウグラフ法においても，画素ピッチが数 μm のイ
メージセンサに対してサブピクセルのエッジ検出技術な
どを取り入れることにより，0.1 μm 程度以下の変位分解
能を達成することは，原理的に十分可能である．熱放射
光に対する背景光の短波長化という観点から，X 線の活
用が考えうる．近年の X 線イメージング技術の進歩に
より，画素ピッチが数十 μm の超高分解能イメージング
が可能な X 線検出器が開発されている 59）．こうした技
術に拡大撮影やサブピクセルエッジ検出技術を組み合わ
せることによっても，サブマイクロメートルレベルの変
位分解能をもつ超高温固体熱膨張計測の実現が期待され
る．

他方で，近年では，マテリアルズ・インフォマティク
スと呼ばれるデータ駆動型の材料開発手法が大きな潮流
である．例えば，物質・材料研究機構（NIMS）では，
これまで蓄積した金属組成比と金属寿命に関するデータ
に機械学習を適用することで，世界最高性能の耐熱ター
ビンブレードの作製を実現している 60）．2021 年には，
新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の主導
で，航空機エンジン向けの情報科学を活用した革新的な
合金探索手法の開発を目指す研究開発事業が進められて
いる 61）．また，材料設計，製造，評価をラボベースで循
環させることで材料設計の精度を高めるスマートラボも
登場している 60）．

このように，材料開発の種類や速度が飛躍的に向上し
ている中で，今後，熱膨張計測をはじめとした各種の熱
物性計測技術には，その正確性と併せて計測の高速性や
自動性がますます求められる．超高温固体計測の課題の
1 つは加熱に要する時間であり，従来のスタンダードで
ある電気炉では，一度の計測に数十分から数時間を要す
ることも珍しくない．その点，パルス通電加熱は，固体
サンプルの 1 秒以内の短時間加熱が可能であり，データ
駆動型材料開発の早いスピード感にも対応可能な加熱技
術であると言える．

開発が進められている．
⃝ 様々存在する固体熱膨張計測技術の中でも，超高温

固体の高い物質反応性によらず試料の長さ変化量を
正確に計測できる手段として，特に，測微望遠鏡法
やシャドウグラフ法に代表される光・画像計測手法
や光干渉法の開発が中心的となっている．

⃝ 中でも，パルス通電技術を組み入れた光干渉法と
シャドウグラフ法は，それぞれ熱放射光による画像
コントラスト低下と加熱中の試料回転という計測不
確かさを持つものの，その改善により，精密な超高
温計測が期待できる計測手法である．

⃝ また，1000 °C から 3000 °C を超える超高温領域の
固体熱膨張計測において，各種計測法での参照試料
として必要な標準物質が不足している．

以上を踏まえると，産業技術総合研究所計量標準総合
センター（NMIJ）では，今後の技術開発として，特に
高精度な計測が見込まれるパルス通電加熱を統合した光
干渉法やシャドウグラフ法が有望な開発候補と言える．
とりわけ，シャドウグラフ法については，同様の計測シ
ステム体系で比熱や熱伝導率など多種の熱物性を同時に
計測する技術が確立されている 55）-58）．次世代の高効率
な航空・宇宙・エネルギー産業において非常に重要とな
る次世代耐熱合金の熱物性評価という観点に対しても，
拡張性の高い計測システムの構築を目指すことが可能で
ある．

熱放射光による画像コントラスト低下については，光
学フィルタの最適化や背景光として使用するレーザ光源
の高出力化や短波長化が有効であると考えられ，改善の
余地は大きい．一方で，プランクの法則に従い固体温度
の上昇に伴って急激に増加する熱放射光の強度に対し
て，光源を際限なく高出力化あるいは短波長化すること
は，現実的ではない．そのため，長期安定した計測技術
の運用の観点からも，熱放射光を根本的に解決するよう
な計測上の工夫が必要となる．

また，現在不足している 1000 °C から 3000 °C を超え
る超高温領域での長期安定した標準物質の開発は重要な
項目となる．標準物質の主な要件としては，長期にわた
り化学的に安定であり，比較的安定した入手が可能で，
比較的取り扱いが容易な高融点材料であることが挙げら
れる．その中で，計測事例も豊富なタングステンやモリ
ブデンは，有望な標準物質候補と考えられる．

標準物質に値付けされる熱膨張率の不確かさの開発
目標は，少なくとも 1 % 程度が目指されるべきであ
る．これは，米国の標準研である National Institute of 
Standards and Technology（NIST）がかつて 1500 °C
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